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１．はじめに
1.1．P2Mと P2Mにおけるプログラム，プロジェクト
P2Mとは「Program & Project Management For Enterprise Innovation」の略称であ
り，わが国発のプロジェクトマネジメントの知識体系である。1999年，当時の通商産業省
が財団法人日本エンジニアリング振興協会（現，一般財団法人エンジニアリング協会）内
に小委員会を設置して整備を進め，2001年に「プロジェクト＆プログラムマネジメント標
準ガイドブック」として P2Mガイドブックの初版が発刊された。
P2Mの目的は，グローバル化し複雑化した現代社会において，企業や公的機関が価値
創造や変革を成し遂げることに貢献することである（PMAJ, 2014, p.27）。
P2Mにおいてプログラムは「プログラムミッションを実現するために複数のプロジェ
クトが有機的に結合された事業（PMAJ, 2014, p.67）」とされており , この定義から , プロ
グラムが複数のプロジェクトから構成されることが分かる。
プロジェクトは「プロジェクトの特定ミッションを受けて ,  始まりと終わりのある特定
期間に，資源 ,  状況などの制約条件のもとで達成を目指す ,  将来に向けた価値創造事業」
と定義される（PMAJ，2014，p.206）。
プログラムやプロジェクトの定義を踏まえると，そこでなされる業務は非定型的で有期
的な業務であることがわかる。それらの業務は生産業務や会計業務といった定型的な継続
的業務とは異なっている。鈴木（2014）によれば，従来の管理会計の研究は，プロジェク
トのような非定型的で有機的な業務と対極をなす定型的で継続的な業務を主要な対象とし
てきたとされる。
また現代社会においては，新製品開発や新市場の開拓のためにプロジェクトやプログラ
ムを活用することの重要性が高まっている。
従ってプロジェクトやプログラムを中心として組織における会計の在り方を研究するこ
とに大きな意義があると考えている。
1.2．本稿の目的
プログラムおよびプロジェクトを実行するには，組織全体としての財務計画が，プログ
ラムの資金計画，さらにプロジェクトの予算計画に落とし込まれる必要がある。計画に応
じて必要な資金が調達された上で，実行にあわせて予算執行が管理される。
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しかし，現実的に多くの事業において職能部門（以下，部門と表記）が予算管理で中心
的な役割を果たしているのは事実である。実際，予算管理の制度の多くは部門予算制度を
前提に設計され，部門の責任者の権限のもとで予算が管理される。そのような組織構成，
予算管理権限のもとでプロジェクトを遂行する場合，プロジェクトに関する予算はそれぞ
れ関係する部門が持ち，部門で管理されることになる。しかし弊害としてプロジェクトの
目標より，部門での予算目標が優先され，プロジェクトにはその実行に必要な予算が十分
に行き渡らずに，プログラムの実行そして戦略の実現が阻害されることも発生する。
本稿はそのような事態を避けるために，組織全体としての予算管理をプログラムとプロ
ジェクト中心に行い，戦略実現を目指す予算管理の体系を示す。
なお，プログラムを実行するための活動計画であるプロジェクトは，大きく分けて投資
型，受注型の２つに分類される。投資型は，組織が自らの判断により，技術や製品の開発，
サービスの開発を行うプロジェクトであり，受注型は特定の顧客からの要求に基づき，開
発内容や規模について顧客と合意の上で行うプロジェクトである。受注型のプロジェクト
であれば，相手方との契約があるので，契約内容に応じて予算を管理しながら作業の完遂
をとにかく目指すことになる。一方，投資型のプロジェクトであれば，特定の具体的な顧
客は存在していないので，受注型のプロジェクトと比較して，より独自の裁量と判断に基
づき予算管理を行う必要がある。そこで本稿では，投資型のプロジェクトを中心に議論を
進め，プロジェクトやプログラムについての会計面での基本的な考え方とフレームワーク
を明らかにする。
なお，受注型のプロジェクトであっても，企業組織において部門の存在を前提にプロ
ジェクトの予算管理をどう行うかについては類似する点も多いと思われるので，投資型，
受注型のいずれであっても本稿の内容を参考いただきたい。
本稿の構成であるが，組織における一般的な会計の目的・役割についてまず次節で述べ
た上で，第３節にて戦略実現のための予算管理の考え方を説明する。第４節でプロジェク
トおよびプログラムを中心とした組織の予算管理について説明して第５節でその具体例と
しての PBSC&PBGTを提示する。第６節で本稿のまとめを行う。
２．組織における一般的な会計
本節では，Horngren, et al.（2010）を参考に，組織における一般的な会計を説明する。
2.1．会計の目的・役割
会計は情報であり，意思決定に役立てることが会計の目的・役割である。具体的には，
立案した業績計画に，実行開始後の業績評価，実績と計画の比較および乖離がある際の原
因究明，是正策の立案，そういった業績評価，原因分析，問題解決という一連の行動にお
いて意思決定に役立つことが会計，会計情報の目的である。
会計情報の利用者は組織の内部・外部にそれぞれ存在する。内部であれば，それは主に
経営者から現場のマネージャーであり，組織全体としての中長期的な計画の策定や非日常
的な意思決定に用いたり，短期計画の策定や日常業務におけるコントロールに用いたりす
る。外部であれば，株主のような投資家や税務当局のような行政機関であり，組織から会
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計情報を得て，株の売買を行ったり，会計基準にそった適正な会計処理が実施されている
かどうかを判断したり，利益に対しての課税額を算定して請求したり，といった意思決定
に役立てることになる。
2.2．管理会計と財務会計
会計は，その情報を入手して意思決定を行うのが組織外の関係者なのか組織内の関係者
なのかにより，前者は管理会計，後者は財務会計に区分される。そのため管理会計は内部
報告会計，財務会計は外部報告会計と呼ばれたりする。
図表１は，管理会計と財務会計のそれぞれの特徴をまとめたものである。
図表１　管理会計と財務会計その特徴
ポイント 管理会計 財務会計
主な利用者
組織内部の
経営者・マネージャー
外部関係者
会計情報利
用の目的
動機付け 経営成績と財政状況の報告
会計情報作
成の制約
なし 一般に認められた会計原則
時間志向 未来志向 過去志向（歴史的評価）
期間志向 柔軟 通常，四半期，１年
報告書
詳細
（部門別，製品別，地域別など）
要約
（主に企業全体。財務諸表（貸借対照
表，損益計算書，キャッシュフロー計
算書）など））
出典：Horngren, et al.（2010）を参考に筆者作成
管理会計は組織の経営者やマネージャーのための会計である。具体的には，組織の経営
者やマネージャーに対し，組織の目的を実現するために行う意思決定において役立つ情報
を，認識，測定，収集，分析，作成，説明，伝達するプロセスである。この情報を用いな
がら，経営者やマネージャーは意思決定を行い，組織の目的の実現を目指すことになる。
一方の財務会計は，組織外部の関係者，具体的には，株主，取引先，銀行，行政機関な
どのための会計である。組織外部の関係者に対して，その企業に対しての意思決定を行う
ために役立つ情報を作成する会計である。作成される情報のうち，財務諸表といわれる貸
借対照表・損益計算書・キャッシュフロー計算書は，最も主要で基本的なものである。外
部の関係者はこの３つを中心に，会計情報を当該組織から得て意思決定を行うことにな
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る。
会計情報の利用目的について，管理会計は動機付け，財務会計は経営成績と財政状況の
報告をそれぞれ目的にしている。動機付けというのは，組織の経営者やマネージャーが，
組織の目的を実現しようと組織内の人々に，個々人が果たす役割を果たさせようとするこ
とである。動機付けられて活動する組織内の関係者は，その結果について業績評価をうけ
ることになる。
会計情報作成時の制約については，管理会計は特に制約はなく，組織独自の判断により
作成することになるが，財務会計は会計原則に沿って作成される必要がある。
時間志向については，管理会計が将来を志向しているのに対し，財務会計は過去を振り
返るものであり，過去志向と言える。
期間志向については，管理会計においては組織の独自の判断で評価対象期間を設定して
業績評価を行う。一方財務会計においては，会計原則等に沿う形で，四半期と年度ごとで
業績評価が行われる。
報告書については，管理会計においては，組織独自の判断に基づき，経営者やマネー
ジャーが意思決定を行うことに活用できる内容・詳細度の報告書を作成することになる。
代表的なものは，部門別や，製品別，地域別に損益計算を行った報告書等である。一方財
務会計において中心をなすのは，先にも述べたが財務諸表であり，具体的には，貸借対照
表・損益計算書・キャッシュフロー計算書ということになる。
両者を比較すると，財務会計が様々な立場の外部の関係者に対し，組織外部で決定され
て運用されている公式のルールにそって，会計情報を作成して外部に公開する内容である
のに対し，管理会計およびその会計情報は，組織がその独自の判断・裁量により，組織目
的の実現に向かって組織の経営者・マネージャーの意思決定に役立つ内容であればよいこ
とになる。組織の経営者・マネージャーは計画に対する実績を評価して，課題の特定と優
先度付け，課題解決，計画変更等の意思決定を行う。従って組織で実際に活動を行う従業
員をどのように動機付けて計画どおりに実績を上げさせるかが組織としての活動において
重要であり，マネジメント・コントロールが必要になる。マネジメント・コントロールは
組織においてその管理者が下位のメンバーに，戦略を実行するように影響を与える管理の
プロセスであり（1），管理会計はこのマネジメント・コントロールを組織において機能させ
るためにも不可欠である。
プロジェクトとプログラムの計画立案・実行においては，管理会計としての会計情報が
必要不可欠である。プロジェクトとプログラムはまず目的を明確にされた上で，その目的
の実現のために組織が独自の判断と裁量で計画を立案し実行をコントロールしていくもの
であるからである。プロジェクトとプログラムを実行する組織の経営者・マネージャーは，
計画の立案と実行において，常に意思決定を行うに足る情報をもとに意思決定を行い，そ
の目的を確実に実現する必要がある。その役目を管理会計は担っている。
ただし，プロジェクトやプログラムを実際に実行するには，必要な資金を外部から調達
（1）  マネジメント・コントロールは，例えばAnthony&Govindarajan（2007，p.6）においては「組織の管理者
達が他のメンバーに，組織としての戦略を実行するように影響を与えるプロセス」と定義され，鈴木（2006）
によれば，組織としての戦略の実行を促すアプローチのひとつと特徴づけられ，計画立案，結果評価，計
画是正の３つのプロセスからなるとされる。
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しなければならない場合がある。詳細については本稿の第６節にて後述するが，その場合
は金融機関を中心に組織外部の関係者に資金供与についての意思決定をしてもらう必要が
あるので，その場合には財務会計としての会計情報を提供することにより，資金供与を促
すことになる。
次節以降では，ここまで述べてきた組織における一般的な会計の内容を踏まえ，プロ
ジェクトやプログラムを中心に組織としての予算管理を行う場合の会計の内容と特徴を解
説していく。
３．戦略実現のための予算管理の考え方
3.1．部門予算制度の問題点
3.1.1．部門予算制度における予算編成と予算執行
部門予算制度においては，組織の予算はまず部門ごとに編成される。プロジェクトの実
行においては，部門長の管理権限のもとで，部門が関連するプロジェクトでの作業を通じ
て予算が執行される。
3.1.2．予算の管理期間
まず予算の管理期間であるが，部門予算制度は年度予算を枠として運用される。年度開
始前に部門単位で予算計画が立案され，月次で達成状況が確認されながら，年度末に年初
予算の達成状況が評価される。そのため管理権限をもつ部門長は，年度での期間評価に関
心を強く持ちながらプロジェクトに関わることになる。しかし，もともとプロジェクトは
複数年度にわたるケースも多く，その作業計画は，年度や月といった一定の期間を前提に
立案，実行されるものではない。従って作業計画に応じた達成状況の評価が重要であり，
期間評価はそれを補うという程度の意味を持つ。
3.1.3．予算の管理粒度
続いて予算の管理粒度であるが，部門予算制度の下では，費目単位で予算管理が実施さ
れる。一方，プロジェクトの予算管理においては，そのプロジェクトの活動内容に応じて
どのように予算計画を立案し，執行しているかが重要であり，費目に加えて活動内容に応
じた予算管理が実施される必要がある。例えば部門予算制度では旅費・交通費のような費
目単位での管理が実施されるが，プロジェクトにおいては，どんな活動のために旅費・交
通費を使うのか，その旅費・交通費を使った結果として活動においてどのような成果があ
がったのか，が管理される必要がある。しかしながら部門予算制度ではあくまで費目単位
で予算管理が実施されるために，活動の内容に関わらず，旅費・交通費の予算が一括して
削減対象になる，といった事態が起こりうる。結果としてプロジェクト推進上重要な活動
のための旅費・交通費までが制限され，プロジェクトの推進に支障を来たすことになる。
3.1.4．予算の管理範囲
次に，管理範囲であるが，投資型プロジェクトの典型例である研究開発プロジェクトに
おいては，本来そのプロジェクトを実行するため活動についての全ての費用が，受注型の
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プロジェクト同様，プロジェクトの予算として管理される必要があるが，社内人件費はプ
ロジェクトでなく，部門で管理する費用であるとの理由から，プロジェクトの予算には含
まれず，外注費や材料費といったプロジェクトとして直接のキャッシュアウトに関連する
費用のみがプロジェクトの予算として管理されることがある。これでは，プロジェクトと
して活動が行われているにも関わらずその費用の一部がプロジェクトの予算に含まれない
ことになってしまう。製薬メーカーにおける新薬開発プロジェクト作業の中で，最重要で
あり，かつ大きな予算を占める臨床試験と呼ばれる，人を対象とした試験の作業を行うに
あたり，社内でその作業を担当する部署のメンバーを使わずに，作業を一括して外注する
ことがある。その場合の費用は外注費としてプロジェクトの予算に含まれる。一方社内の
担当部署のメンバーを使って臨床試験の作業を行う場合，その場合の社内人件費はプロ
ジェクトの予算に含まれないことが多い。これではプロジェクトとしての予算の管理範囲
が，プロジェクト間で異なってしまうことになる。
さらに部門との関連で見た場合，その活動に複数の部門が関わるようなケースにおい
て，外部業者への外注費や材料費は開発部門，作業に関わる社内人員についての人件費は
人事部門が管理権限を持つ場合，費目での管理が部門単位で実施されてしまう。開発部門
は外注費や材料費について，人事部門は社内人件費について，それぞれ予算を如何に管理
するか，という視点からの管理に固執してしまう。そうなればプロジェクトとしての予算
管理は難しくなる。
プログラムでの価値目標実現にむけてプロジェクトを行う上では，その活動の実態に応
じた予算管理が重要なのであり，費目のみでなく，費目と活動を合わせ，活動に関連する
すべての費用を対象に管理を行う必要がある。
3.2．プログラムとプロジェクト活動のための予算と，部門活動のための予算
組織全体として考えれば，部門の運営・維持のための活動や部門内での改善活動は存在
するので，そのための予算は必要である。ただし組織としての予算管理の中心をあくまで
プログラムとプロジェクトにおいた上で予算管理を遂行するためには，組織としての予算
はまずプログラムとプロジェクトをベースに計画化された上で，プログラムとプロジェク
トの予算を確保し，その後に部門活動のための予算を部門予算として立案，確保する必要
がある。
部門活動のための予算は，従来どおり部門長がその管理権限をもち責任を負うが，プロ
グラムとプロジェクトの予算は，部門長とは別に管理権限を持つ者がおかれて，責任を負
う必要がある。
プログラムは価値創出を目標にしているので，プロジェクトを実行する上で，当初予算
の達成だけを目標に予算を管理する必要もない。そもそもプロジェクトは不確実性を伴
い，プロジェクトでの不確実性をどのように予算の面で管理するかが，プロジェクトおよ
びプログラムのレベルで求められる。計画立案段階では，実行段階で不測の事態が起こる
ことを前提に，プロジェクトやプログラムのレベルで予算計画に盛り込んでおく。実行開
始後は，不確実性から発生する事態に対処し，当初の予算計画を見直す必要が生じる可能
性もある。研究開発プロジェクトの実行開始後，より高い価値の創出の見込みがたてば，
計画を変更してより多くの予算を追加で配分する。逆に当初ほど価値創出に貢献しないこ
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とが明らかになった場合にはプロジェクトに配分した予算を回収することになる。場合に
よってはプロジェクトそのものを中止することもある。そのような可能性を常に念頭にお
きながら，予算管理がなされる必要がある。
3.3．プログラムとプロジェクトにおけるマネジメント・コントロール
プロジェクトの責任者に管理権限を付与して予算管理を行わせ，プログラムでの価値創
出，組織としての戦略実現のためには，予算計画の立案から執行を通じてマネジメント・
コントロールが必要であり，戦略の実現に不可欠である。
プログラムおよびプロジェクトの責任者と，組織におけるさらに上位の責任者との間
で，予算を含めた計画が立案される中で，プログラムおよびプロジェクトの責任者は，何
を期待されどんな責任を負うのかを明確にされ，上位の責任者との間で合意が形成され
る。このような合意形成は個別のプロジェクト内でも，プロジェクトの責任者と参画メン
バー間でなされることで，個々のメンバーの責任が明確にされる。続いて実行において結
果の評価を繰り返し行うことで，プログラムおよびプロジェクトの責任者に，自己の果た
す責任についての理解を深めさせることになる。プロジェクト内での評価においても同様
である。さらに必要に応じて計画の是正を行うことで，戦略の実現可能性を高める計画が
再度策定されることになる。
プログラムでの価値創造を目的に編成されたプロジェクトの作業内容は，単に過去から
の繰り返しの内容ではない。製品開発では新規技術を一から開発したり，新規性の高い製
品を開発することが求められる。また受注型のプロジェクトにおいても，競争環境が厳し
くなる中でプロジェクトのリスクや不確実性は増す傾向にある。リスクや不確実性の高い
環境でプロジェクト成果を達成するためには，プロジェクトにおける PDCAのマネジメ
ントサイクルを上げ柔軟に対応するマネジメントが必要となってくる。
不確実性が高い故に，プロジェクトの参画メンバーは，プロジェクトの目的を理解した
上で，作業と品質の達成状況や予算に対する意識を常にもち，作業の進め方と予算の使い
方について創意工夫しながら，自ら状況判断を行い臨機応変に対応して不測の事態へ対処
することが求められる。そのためにはメンバー個々人がプロジェクトの目的を十分に理解
した上で，コンセンサスとコミットメントを共有し，自発的な思考・行動をとるように助
長しながら，常に予算とスケジュールと品質の３つを関連付けて意識させ，活動を進めさ
せるようにするための仕組みの整備が不可欠である。プロジェクト計画の策定段階で，プ
ロジェクトやその上位者とメンバーが一緒になって，プロジェクトの目的・ゴールを共有
したり，開始後は，上位者が参画してプロジェクト評価を繰り返し実施したり，その評価
結果に基づいて具体的な対応をプロジェクトに行わせて対応の進捗をさらに上位者が確認
したり，といったマネジメント・コントロールを効かせるための具体的な仕組みを整備・
運営していく必要がある。
４．プログラムとプロジェクトの予算管理
本節では，プログラムでの計画立案からプロジェクトでの予算管理，プログラムレベル
での結果評価と計画修正の流れに沿って説明する。説明は PMAJ（2014）に依拠している。
208─　 ─
4.1．プログラムでの計画立案
P2Mにおいては，組織としての戦略を実行するにあたり，まず戦略実行に必要な複数
のミッションが明確にされ，その実現のためのプログラムが策定される。
プログラムが策定されるタイミングでは，プログラムを通じて実現を目指す財務目標が
設定される。プログラムとしての資金計画を立案したうえで，必要な資金を算定すること
になる。その際，戦略を実行・実現するという観点から，プログラムを通じてどのような
価値を創出するのかを組織として設定した上で，資金計画を立案，資金調達を行う。
もともとプログラムは，多義性・拡張性・複雑性・不確実性という基本属性を持つ。従っ
て実現を目指す価値は金銭的な価値以外の様々な価値の要素を含んでおり，プログラムを
実行するための活動計画としてのプロジェクトも複数のものが相互に関連しあいながら設
定されて実行されることになる。複数のプロジェクトが相互に関連しあう中で，それぞれ
のプロジェクトを実行しながら，プログラムでの金銭的な目標の見直しや，金銭以外の価
値目標の見直しを繰り返し行い，戦略の実現を目指して行くことが必要である。
設定されたプログラムには責任者としてプログラムマネージャーが任命され，プログラ
ムでの価値獲得の責任を負い，組織の上位層との間でその責任を果たすことについて合意
する。プログラムの実行に必要な資金についても計画が立案され，その管理権限はプログ
ラムマネージャーがもつことになる。
続いて，P2Mにおけるミッションプロファイリングにおいて，価値創造を目的とする
プログラムミッションの達成にむけて，プログラムごとにシナリオ検討が行われて具体的
な活動としてプロジェクト群が設定されることになる。このプロジェクト群および個々の
プロジェクトは，プログラムミッションの実現にむけ，P2Mのプログラムデザインによ
り，相互に有機的に結合し，相互に関係づけられ構造化されており，その内容に応じて
個々のプロジェクトについての予算計画が立案され，予算管理が行われる。
4.2．プロジェクトの予算管理
プロジェクトの予算管理は，プロジェクトの特性を踏まえたものになる。
鈴木（2011）によればプロジェクトの予算管理は，プロジェクトの特性である個別性，
有期性，不確実性の影響を受けたものとなる。個別性とは，プロジェクトの非反復的な性
質を示しており，この性質は予算管理に大きな影響を与える。反復的な活動であれば予算
を策定する時に以前のものを参考にすることができ，かつ実績が大きく計画をはずれるこ
ともないが，非反復的な業務を対象とした場合には予算策定時に参考になるような計画が
なく，かつ実績が予算と大きくずれてしまうことが頻繁に発生する。
有期性とは，プロジェクトには必ず始まりと終わりがあるという性質を示しているが，
この性質は予算管理にスケジュール管理を強調させる。具体的には，予算の「計画策定」，
「結果評価」，「計画是正」を行うにあたり，必ず「何時まで」に行う必要があるかが考慮
されなければならないということである。また，従来の定型的で継続的業務においては，
始まりと終わりがあるという考え方が希薄なため，始まりに全体計画を立案することや終
わりに最終的な結果を評価することは必ずしも必要とされてこなかったと考えられる。し
かし，プロジェクトには明確な始まりと終わりが存在するため，プロジェクトを対象とし
て予算管理を実施するにあたってはこれらプロセスが不可欠となる。
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不確実性とは，プロジェクトが未知の情報，未確定な技術，予測不可能な環境等のリス
クに晒されていることを示している。この性質は予算管理をより一層困難とする。予算の
「計画策定」を行う際に，「段階的詳細化」の概念による継続的な詳細化が求められ，「結
果評価」および「計画是正」を行うにあたっては，メンバーからリスクに前向きなチーム
活動を引きだすため，メンバー間で予算は頻繁に見直されるとの認識を共有することが求
められる。
4.3．プログラムでの結果評価と計画の是正
プログラムは，その活動計画であるプロジェクトにより実際には実行されるので，プロ
ジェクトの予算管理を踏まえて，プログラムについての結果評価も行われることになる。
プロジェクトが開始されると，個別プロジェクトの中間評価が繰り返し行われる。一方プ
ログラムのレベルでは，プロジェクト間の相互の関連性を踏まえて，プログラムとしての
評価が適宜行われる。
各プロジェクトにおいて，評価および計画是正のプロセスが繰り返し実施された結果を
受けて，プログラムについての評価と計画是正が実施される。その際，必要に応じて作業
と予算の計画が見直される。プログラムを行うための作業と予算はまさにプロジェクトで
あるので，プロジェクト間の相互の関係にも配慮しながら，プロジェクトの計画変更や，
廃止・統合，またプログラムで実現を目指していた価値目標や資金計画の見直し，組織と
してのそもそもの財務計画の見直しにつながることもある。
そのような評価と計画是正の頻度についてであるが，活動はプロジェクトで日々行われ
るので，プロジェクトでの評価は頻繁に実施される必要がある。一方プログラムは戦略実
現のためのシナリオであり，何を実現するかの価値目標を定義したものであるので，プロ
ジェクトほど頻繁には評価・計画是正が実施される必要はない。しかし，実行期間を通じ
て繰り返し実施される必要があるのは言うまでもない。
計画是正においては，プログラムの資金計画を当初予定通りに達成することのみが重視
されるわけではない。研究開発などでは，プログラムでより高い価値目標の実現可能性が
高まった場合には，予算が追加でプログラムに配分され，その追加予算はプロジェクトの
予算に追加配分されることになる。逆に当初実現を目指していた価値ほどには成果が期待
できない可能性が高まれば，プログラムの予算規模を縮小することもある。同時にプロ
ジェクトの予算が縮小されたり，場合によりプロジェクト自体が中止になる。あるプログ
ラムにおいて削減された予算は別のプログラムに追加配分されることもあれば，新規にプ
ログラム，そしてプロジェクトが組成されて，予算が配分される場合もある。
この結果評価，計画是正というプロセスを，各プロジェクトでの評価・是正を繰り返し
行うのに合わせ，プロジェクト間で不整合を起こさないようにプログラムでも実施しなが
ら，プログラムの価値目標と資金計画の実現，組織としての財務計画の達成を目指すこと
になるのである。
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５．プログラムとプロジェクトの予算管理のためのPBSC＆ PBGT
5.1．概要
前節でプログラムおよびプロジェクトの予算管理のフレームワークを解説したが，当節
ではその具体例として PBSC＆ PBGTについて解説する。本節の説明は小原・浅田・鈴
木編（2004）と PMAJ（2014）に依拠している。
本稿の冒頭でも述べてきたが，組織において戦略実現のためにプログラムが策定され，
その実行計画としてプロジェクトが編成されたとしても，プロジェクトでなく組織を構成
する部門を中心に予算が管理されるケースが多い。従って，部門の存在を前提としつつ，
プロジェクトで予算が管理され，プログラムでの目標と戦略実現を目指す，財務および予
算管理のためのフレームワークが必要である。
そしてその財務および予算管理での計画立案から実行，結果評価，計画是正を通じては，
マネジメント・コントロールが必要であり，そのために P2Mをベースに考案されたフ
レームワークが，プロジェクト＆プログラム・バランス・スコアカード（以下，PBSC）
であり，PBSCに対応する予算管理のフレームワークである PBudgeting（以下，PBGT）
と共に，小原・浅田・鈴木編（2004）により提唱された。
PBSCは，P2Mに管理会計としてのマネジメント・コントロールを取り込む試みから
生まれたものである。P2Mは，プロジェクトの実施を通じて実現を目指すプログラム価
値の評価指標として，財務的なコントロールに関する指標に加え，非財務的なコントロー
ルに関する指標も想定する。その指標をいかにマネジメントしてプログラムとしての価値
を創出するかが求められる。その実践的な具体例が，いわゆるバランス・スコアカードで
想定されているような視点，およびその他の視点から評価指標を設定してマネジメントを
行おうとする PBSCであり，そのための予算管理のフレームワークが PBGTである。
PBGTは，部門を中心とした管理の元で起こりがちな予算管理の硬直化を打破すること
を目的とする。そもそもプログラムおよびプロジェクトは，戦略を実行するための部門横
断的な変革シナリオおよび活動計画である。従ってプログラム予算およびプロジェクト予
算は，部門横断的な組織変革予算と位置づけられる。一方，部門は部門の持つ機能を維持
し，さらに改善するための活動を担う。したがって，部門予算は機能維持と業務効率化に
向けた予算となる。
プロジェクト予算と部門予算は，性格の違いがありながら，組織における予算管理が部
門中心に行われることの結果として，予算管理が硬直化してしまう。硬直化してしまうこ
との理由に，部門のもつ組織慣性の作用が挙げられる。慣性の強い組織ほど，その長は自
分の権限の維持と拡大のために行動してしまう。そのため，自部門を優先する傾向が強ま
り，組織横断的なプログラムおよびプロジェクトに対する資源供給を細めてしまう。財務
的にも部分最適を助長して，組織変革を阻害してしまう。特に，部門がプロフィットセン
ターもしくは投資センターとなっている際には，組織において部門としての影響力を維持
するために，一定の利益を成果としてあげる必要があり，部門の都合を最優先に行動する
結果として部分最適を起こしやすい。
PBGTは組織の予算編成として，プログラム予算およびプロジェクト予算を優先し，資
源をプログラムおよびプロジェクトにまず配分する，いわばプロジェクトドリブン型予算
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である。またプログラム予算およびプロジェクト予算と部門予算は有機的に結びついてい
るので，PBGTは部門横断改善を部門改善よりに傾斜することを意図する予算と言える。
以下本節では，PMAJ（2014）の中で新たに定義された P2Mの内容を参照しながら，
小原・浅田・鈴木編（2004）によって提唱された PBSCと PBGTのフレームワークとそ
の意義を概説する（2）。
5.2．PBSCのフレームワーク
図表２は，P2Mにおけるプログラムマネジメントと PBSCのフレームワークである。
このフレームワークを解説する。
図表２　PBSCのフレームワーク
出典：PMAJ（2014, p.521）（3）
5.2.1．プログラムの創生
事業戦略〜戦略マップ作成〜ミッションプロファイリングにおけるプログラム定義まで
のプロセスが対象となる。事業戦略により，組織の直面する課題を明らかにし，事業の将
来における「あるべき姿」を追求するシナリオが作成されたうえで，シナリオは戦略マッ
プに展開される。戦略マップは，戦略を展開するための視点を設定したうえで，視点で達
成する目標を決め，目標達成のための重要成功要因を抽出し，最後に目標及び重要成功要
因を相互に関係づけたものである。戦略マップの作成により，戦略実現に必要な視点，視
点での目標，目標ごとの重要成功要因の相互の関係が明らかになり，シナリオの整合性や
ポイントの確認，コンセンサス形成に役立つ。
（2）  もともと小原・浅田・鈴木編（2004）で提唱された PBSCおよび PBGTは，PMCC（現 PMAJ）により発
刊された P2M初版の内容に基づくものである。P2Mの第３版が PMAJ により2014年に発刊された。
（3）  小原・浅田・鈴木編（2004,  18）をベースに，PMAJ（2014）の定義に合わせて修正。趣旨についての変更
はない。
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戦略マップによって明らかになった戦略目標と重要成功要因を踏まえ，ミッションプロ
ファイリングとして，外部環境および内部環境を見据えながらプログラムが立案される。
5.2.2．プロジェクトの創生
プログラムBSCの作成〜プログラムデザインまでのプロセスであり，このプロセスに
よってプロジェクトが切り出される。
立案された複数プログラムの１つ１つについてプログラムBSCを作成する。
戦略マップ作成時に設定された視点ごとに，プログラムが達成すべき目標と重要成功要
因を踏まえて，測定可能な価値指標と，価値指標における目標値が設定されて，目標値達
成のための施策であるプロジェクトが立案される（図表３参照）。
図表３　プログラムBSCの概念
出典：鈴木（2010, p.345）
続いてプログラムデザインにおいて，プログラムBSCで立案されたプロジェクトが具
体化され，全体としてプログラムの遂行に貢献するように複数のプロジェクトの相互関係
性が構造化され，アーキテクトされる。戦略マップの作成，ミッションプロファイリング，
プログラムBSCという手順を経ることによって，プロジェクト間の論理的な相互関係性
は担保されている。したがって，プログラムデザインは，この論理的な相互関係性を実際
のプロジェクトに結びつける作業である
5.2.3．プログラムの実行
プロジェクトBSCの作成〜プログラム実行の総合マネジメントにおけるプロセスでは，
生成されたプロジェクトに対してプロジェクトBSCが作成され，それぞれのプロジェク
トの円滑な推進を可能とするプログラム実施体制が構築される。
まず，プログラムBSCを見据えてプロジェクトBSCの視点を設定する。プロジェクト
BSCの視点は，プログラムBSCの視点をすべて引き継ぐとは限らない。また，プログラ
ムBSCから引き継いだ視点を展開した新たな視点を設定してもよい。次に，プロジェク
トの戦略目標を明確にする。この戦略目標は，プログラムBSCにおける目標値の達成に
貢献するものとなり，戦略目標を達成するための重要成功要因，それを測定する価値指標
と目標値が設定される。最後に，その目標値を達成するための活動が記載される。
プロジェクトBSCは，プログラムBSCとは性格が異なる。プログラムBSCではプロ
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グラム価値を高めるために，プロジェクトの生成，改編，統廃合に力点が置かれているの
に対し，プロジェクトBSCでは，プロジェクトの確実な遂行を目指してプロジェクトの
進捗状況を測定し，成果が要求水準を満たしているかを評価することが主目的とされる。
活動が記載されたプロジェクトBSCには，その活動実施に必要な資源が記載される。
プログラム実行の総合マネジメントにおいては，単にプログラムを遂行するための体制
やプロセスを定義するだけでなく，プログラムが価値を獲得しやすいための環境作りが重
要となる。そのためにはプロジェクトチームおよびプログラム推進体制全体におけるコン
センサスやコミットメントの形成，プログラム体制における関係者の主体的なリーダー
シップの発揮，相互交流による創発的な組織学習の実現などを意識して構築することが重
要となる。
実績測定（進捗コントロール）〜プログラム実行の総合マネジメントにおけるプロセス
ではプログラムBSCおよびプロジェクトBSCの目標値に対する進捗・実績が測定され，
その測定結果によりプログラムの推進がライフサイクルにわたりコントロールされる。
測定された実績値と目標値との比較がなされて業績評価が実施される。業績評価では，
目標値と実績値の差異が把握された上で，差異の発生原因と責任が分析され，差異を解消
するための施策が実施され，必要に応じてプロジェクトの改編，統廃合等がなされる。
5.3．PBSCと PBGT
5.3.1．PBGTの特徴
PBSC によりプログラムの価値を創出する上で必要な予算管理のフレームワークが
PBGTである。PBGTは組織の予算を戦略実現に向けたプログラムへ配分し，さらにプロ
グラム予算をプロジェクトに配分した上で，部門年度予算にも反映させていく，いわばプ
ログラムとプロジェクトの予算管理を部門の予算管理に優先させる点に特徴がある。
PBGTは，組織の予算編成として，プログラム予算およびプロジェクト予算をゼロベー
スで編成することを最初に行い，資源を優先的にプログラムおよびプロジェクトに配分す
るいわばプロジェクトドリブン型予算である。PBGTは，部門横断改善を部門改善に優先
させて資源を傾斜配分することを意図する予算と言える。
組織を変革するためには，P2Mの共通原則の１つである「ゼロベース発想」に基づき，
部門改善を越えたプログラムおよびプロジェクトに多くの資源を傾斜配分するという発想
の転換が求められる。
5.3.2．PBGTの手順
PBGTを PBSC と関連づけて示したのが図表４である。
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図表４　PBSCと PBudgeting による価値指標マネジメント
出典：PMAJ（2014, p.526）（4）
PBGTはおおむね次の６つの手順を踏む。
第１に，事業戦略により描かれたあるべき姿と実現へむけてのシナリオを受けて財務目
標を設定する。財務目標は戦略マップにおける財務目標と整合性を保ちながらより詳細に
設定される。
第２に，財務目標達成のためのプログラムの予算を編成する。プログラム予算は，プロ
グラムBSCに記載された目標値とその目標達成のためのプロジェクトに必要となる資源
および成果についての複数年度にわたるキャッシュフロー計画である。
第３に，部門利益計画を編成する。部門利益計画は２つの部分からなる。一つは，プロ
グラム予算から部門利益計画への割当部分である。キャッシュフローベースのプログラム
予算を利益計画期間（３〜５年）ごとに各部門に割り当てることで作成する。もう一つは，
プログラム予算を反映しない部分である。プログラムや戦略に影響されない業務について
部門内の改善効果を見越して作成する。この予算は財務目標から直接落とし込まれる。な
お，先に説明したプログラム予算および部門利益計画の２つが中長期利益計画に該当す
る。
第４に，プログラム予算を踏まえてプロジェクト予算を編成する。プロジェクト予算は，
プロジェクトの計画期間を単位としたキャッシュフローに基づく予算である。プロジェク
ト予算は，複数年度にまたがることもあれば，単年度内に収まることもある。プロジェク
ト予算は，プロジェクトBSCの目標を達成するための活動の遂行に必要となる資源，お
よびプロジェクトから得られる成果についての計画である。
第５に，部門年度予算が編成される。この部門年度予算は，先に説明した部門利益計画
を踏まえて作成される。部門年度予算は２つの部分からなる。１つは，プロジェクト予算
から部門予算への割当部分である。キャッシュフローベースのプロジェクト予算を各部門
に割り当てることによって作成される。プロジェクトの活動は実際には部門で実施される
（4）  小原・浅田・鈴木編（2004,  27）をベースに，PMAJ（2014）の定義に合わせて修正。趣旨についての変更
はない。
─　 ─215
ので，プロジェクト予算は関連部門に割り当てられる。もう１つは，プロジェクト予算を
反映しない部分である。プロジェクト予算とは別に，部門内の改善活動を見越して作成さ
れる。
第６に，プロジェクトおよび部門の実績を測定し，予実差異分析結果をプログラム実行
の総合マネジメントに引き継ぐ。プロジェクト予算は，プロジェクト遂行に必要となる資
源への支出，およびプロジェクトと直接関連する部門での支出の合計額について，予算と
実績が比較される。一方，部門年度予算は，部門内においてプロジェクトに直接関連する
部分，および部門改善活動の部分それぞれの予算と実績が比較される。
６．おわりに
本稿は，組織での管理会計，中でも予算管理の在り方として，P2Mの考え方に沿い，
プログラムおよびプロジェクトをベースとするフレームワークを説明した。またその具体
例として，PBSCと PBGTを提示した。
プログラムおよびプロジェクトは，戦略を実現するために，価値創造を目的に実行され
る事業である。組織がプログラムおよびプロジェクトをその中心的な事業としたのであれ
ば，組織の予算管理はプログラムとプロジェクトを中心になされるべきであるが，組織に
は部門が存在し，この部門を中心に組織の予算管理が実施されるケースが少なくない。
組織は部門から構成され，部門が存続していくための活動は存在するので，そのための
予算は確保される必要がある。しかし部門中心に組織の予算が管理されることにより，プ
ログラムとプロジェクトの優先順位が下がり，プログラムとプロジェクトの活動が予算上
の制約をうける事態が発生しうる。
PBSCおよび PBGTはこのような事態を打破し，組織の予算管理をプログラムおよび
プロジェクト中心に行うことを目的としている。
今後プログラムおよびプロジェクトをベースとする組織の予算管理を如何に実現するか
について，PBSCと PBGTの実導入を通じて具体化した上で一般化する必要があると考
えている。検証課題としては，予算管理上どのような成果が実現するのか，新製品開発や
新市場の開拓にどのように貢献するのか，プログラムおよびプロジェクトと部門間の関係
はどのようなものになるのか，またその際のプログラムおよびプロジェクトの責任者と部
門責任者の権限および責任の範囲がどのように設定されるのか，などが想定され，実導入
の中で検証の必要があると考えている。
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［抄　録］
本稿は，わが国発のプロジェクトマネジメントの知識体系である Program  &  Project 
Management  For  Enterprise  Innovation（以下 P2M）にそった，組織における予算管理
の在り方をまとめたものである。
P2Mは，プログラムを戦略実現のためのシナリオ，プロジェクトをシナリオ実行のた
めの活動と位置付けて，組織の活動の中心におき，組織が価値創造や変革を成し遂げるこ
とに貢献することを目的とする。組織の予算はプログラムとプロジェクトを優先して編成
される。
しかし組織の予算管理が実際には職能部門中心に実施されるため，プログラムおよびプ
ロジェクトが予算上制約をうける可能性がある。そのような事態を避けるための P2M
ベースのフレームワークが PBSCと PBGTであり，プログラムとプロジェクトにバラン
ス・スコアカードで想定されるような評価指標を設定してマネジメントを行おうとするの
が PBSCであり，そのための予算管理のフレームワークが PBGTである。
今後，組織においてプログラムとプロジェクトをベースとする予算管理の実現につい
て，PBSCおよび PBGTの実導入を通じた検証が必要である。
